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2B29 技術経営における 知識構造のあ り方 
一如の連鎖の 設計一 

0 平澤 玲 ( 政策研究大学院大 ) 

1. はじめに 

組織におけるコミュニケーションギヤ ップ は様々な要因によって 引き起こされる。 研究・技術計画学会第 17 回 

シンポジウムで 議論したよ う に、 技術経営におけるコミュニケーションギャッ 乃 断絶 ) には、 組織構造上の 断絶、 

制度上の断絶、 資源 酒 三分上の断絶の 他に、 研究開発関係者間の 知識構造や意識構造上の 断絶、 行動様式や文化的 
背景の違い等に 由来する文化的断絶、 さらには、 企業生態系における 断絶のような 社会組織的な 断絶もあ る。 本 

報告では、 知の移転の阻害要因として、 知の連鎖を阻害する 知識構造上の 断絶に注目し、 我が国が直面している 

課題を事例的に 取り上げ、 そこに内在している 知識 甜 寄生上の間 題点は ついて考察を 加える。 

2. 我が国が直面している 技術経営の課題 

昨年本学会の 年次学術大会で 報告した技術経営の 3 極 比較調査において、 我が国の企業が 採用している 技術 経 
営 の 緒致 として次の 5 点を描 商 しね 

①社内的に独立性が 高 い 技術経営組織 

②依然としてキャッシアップ 体制 

③リニア一なシーズ 型 マネジメント 

④バブル体制の 継続 
⑤組織内アプローチの 維持 

そして、 この経営方式の 下で展開された 技術経営の実績 比轍 ベンチマーキン 勿の結果は、 ほとんどの項目にお 

いて我が国の 企業が比較劣位にあ ることを示していねたとえば、 コア技術のリーディンバカンパニーは 多くな 

く 、 過去 3 年間に上市した 新製品やサービスの 売上高比率は 劣り、 血 ㎎ め 血紅七虹の改善がかなり 劣り、 上市後の 

黒字転換までの 期間の短縮が 思わしくなく、 最も重要な競合他社との 比較において 以下の諸点で 劣位にあ ること 

が認 : 試 されている。 最終顧客ニーズを R&D 組織が満たしている 力、 R&D 資源の有効利用や 効率的利用という 観 

点において R&D 組織が機能している 力、 過去 5 年間における 製造コストの 低減に R 及 D が寄与した力、 外部環境 
の 変化に対し 又及 D 組織が適応している ヵ ㌔また、 以下の諸点に 対する対応の 遅れが明確に 示されている。 R 及 D 
の国際展開、 情報化、 外部型研究開発体制への 転換、 成長期待技術領域への 転換さらには、 将来計画において、 

以下に諸点に 関し我が国の 企業は極めて 抑制的であ るが欧米企業は 増加を予定している 企業が増加している。 

R 及 D 総支出、 R 及 D 資本投資、 R&D 専門家数、 R 及 D 支援者数 
一方、 我が国の企業がかろうじて 比較優位を保っている 点は、 商業化の目標時期とプロセス 実現の目標時期で 

あ り、 技術経営の特徴としては 上記⑤に述べた「組織的対応」の 維持にあ る。 しかし「組織的対応」にしても 欧米企 

業の取り組みが 強化されてきている。 

このような状況に 我が国の企業があ るとした場合、 我が国の企業が 抱える「知の 課題』をどのように 捉えまた 解 

決するべきであ ろう れ 
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3. 我が国の企業 の 「知の森 甘 Ⅰ 

ベンチマークに 表れた技術経営実績の 原因を構成していると 思われる技術経営の 特 顎 2. の①から⑤ ) に従って 、 
我が国の企業に 課せられている「知の 課 趣は ついて以下に 順次述べる。 
①「技術の経営」 末別 ㎎「経営の 一 要素として技術を 経 潮甜且み 込む」体制 
我が国の企業は 社内的に独立性の 高い技術経営体制への 傾斜を強めてきている。 その結果、 技術経営の内容と 

しては 岐 術の経営」に 重点が置かれ、 欧米企業の体制でみられる「経営の 一 要素として技術を 経営に組み込む」体 
制から遠ざかっている。 当然のことながら 技術的成果を 挙げること自体が 経営の目的ではないが、 知的活動の 一 

艇 "" 何として知の 同質的領域を 超えた知的活動に 踏み出すことには 抵抗があ り、 経営規範が弱い 境界条件の下 
では、 研究開発組織における 思考は「技術周り」に 留まることになる。 シーズ と ニーズを構成 ナる 知の異質性につ 

いては後で詳しく 述べるが、 我が国の企業にとって 必要なことは 経営規範ガバナンス ) を強めると同時に、 「知の 

課題としてはニーズとシーズの 接合を図るための 知識構造の調整が 必要であ る。 

②キャッチアップ 型からの脱却の 遅れ 
キヤ ソチアップ型からの 脱却の遅れの 背景には、 鱗形成能力の 欠如があ る。 特に、 グローバルトップないし 

オンリークン 戦略を知的側面から 支えるための 知的活動を適切に 遂行するためにほ、 「光則 曲 と「全体性を 踏ま 

えたオリジナルな 分析が欠かせなし㌔ここにも 別種の知的課題があ る。 

③ 、 ④ シーズ側からの 発想、 や 展開にとどまる 

我が国の企業はフェーズ 管理等のリニア 一なシーズ 型 技術経営手法を 多用し、 バブル期に馴染んだ 研究開発投 

資の長期化、 分散化、 多様化の体制から 抜けきれていない。 この背景にほ、 ニーズ側を適切に 扱 う ための知的 体 

制の整備の遅れを 指摘できる。 ニーズ側を扱 う ための「知識 櫛白 のあ り方をどのように 捉えるべきかが 新たに 問 

われなくてはならな、 、 

⑤組織知の有効な 展開の必要性 

技術が複雑化するなかで、 組織的対応の 必要性が高まっている。 「組み合わせ 型技術」と「すり 合わせ 

型技術」に対応する 組織体制およびそのための「知識構造」のあ り方について 詰める必要があ る。 

4. 技術経営のための 知の輪理化 

前項で述べた「知の 課題」の論理化のために、 以下の各項を 詰める必要があ る。 

①シーズ 側 コンテクストとニーズ 側 コンテクストの 接合に係る 知 : 機能性の知の 論理化 

②「将来」に 係る 知 : 先見性の知の 論理化 

③「全体」に 係る 知 : 全体性の知の 論理化 

④「行為」の 設計に係る 知 : 自律性の知の 論理化 

⑤ニーズ 側 コンテクストに 係る「対象 知 」の論理化 

5. シーズ 側 コンテクストとニーズ 側 コンテクストの 接合に係る 知 

前項の課題の 内、 最も基本的な①について、 本報告では以下に 述べる。 チェックランドの 類概念 ( 表 

1) を手がかりにして「対象 知 」を区分すると、 表 2 に示したようにその 特徴を捉えることができる。 

シーズ側の知は 第一類のソフトに 相当し、 自然の内在原理に 従って体系的に 整理することができる。 

その体系化の 原理を我々は「法則」と 呼んでいる。 これに対しニーズ 側の知は第二類ないし 第三 類のソフ 

トに 相当し、 論理整合的な 検証レベルの 確保をめざすか ( 第二 類 ) 、 価値観に基づく「行為」の 設計の妥当 
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性を追及するか ( 第三 類 ) のいずれかとなる。 第二類の知の 原理 は 「論理」に相当し、 第三類の知の 原理は 

価値の基底にあ る原理と言 う 意味で「メタ 理論」と呼ぶことにする。 メタ理論は大局や 大枠をほぼ整理で 

きるとしても、 個別レベルまではほとんど 整理できない。 その意味で不完全な 理論であ る。 

表 1 チェックランドの 類概念 

自然システム 

人工的物理システム 

人工的抽象システム 

人間活動システム 

自然の摂理のままに 支配されている 実体的対象や 現象 

特定の機能を 発揮させるために 構成された実体的対象や 現象 

人間の内的過程を 経て抽象化された 対象 

人間の自己意識によって 実現される活動 

表 2 類概念による 知の区分 

対象の特故 
ⅠⅠ 

  
実体として存在する 対象 ( 実体世界 ) 

ド 
対象内在原理 ( 自然の摂理 ) があ 
るので " 硬い " 

表象された対象 ( 表象世界 ) 
内的過程に依存するので 
。 乗らかい " 

方法の特 紋 

実体的対象自体に 問いかけ、 それ自体に回答を 
求める 

内的原理がないので、 扱 う 対象と内的過程の 深さ 
により異なる 

  
  
  

第   

類 

  
第一   
類 

  
第一     
類 

 
 
 
 
一
ド
 

Ⅹ
 
表
象
 

け
て
 

 
 

自
   

人間・社会システム ( ヒューマンウェ 

ア ) を実体的対象として 表象された 

表象世界 

行られた擬似実体的な 結果を実 
体世界と比較照合し、 妥当性を 
検証できる。 
実体の内在原理に 対して論理接 
合的な % 台・実証的な 客観性 
が得られる。 

論理整合的に 表象された対象 ( 人 
工 抽象システム ) を思考実検 やシ 
ミュレーションにより 操作し、 擬似 

実体的知牡を 集積して理解を 深 
める。 
対象を外在化し、 主知的 (emics) に 

  

の 修正を図る。   
前提 無 矛盾な論理整合的検証 レ : 
-- …仝ル史確保をぬ ぎす ---.---- 上 -- 一 - 一一 - 一                                           
人間の自己意識に 根差す深 い 内的過程 ( 価値観．世界観．感性， 脩 勤 
などが支配する ) を経過して抽象された 対象 ( 人間活動システム ) を 
扱う O 

主知的に扱うことが 困難なので、 人問や社会を 内在化し、 内包システ 
ム として 惹 音的 (emics) に扱う。 コミュニケーションが 中心となる。 
発展的・展開的方法輪 ( 例えば学習 ) が有効。 

認知過程に従って 対象知の原理を 区分すると図 1 のようにまとめることができる。 

以上の枠組みを 整理し、 シーズ側のコンテクストとニーズ 側のコンテクストとを 接合する知の 概念の 

あ り方を図 2 に示す。 法則で体系化されている「技術モデル」とメタ 理論に基づく「アクターモデル」とほ 

同一な知の体系には 属していない。 このような場合、 対象の属性であ る「機能」を 抽出し、 機能概念で構 

成された「機能モデル」により 両者の接合を 図るべきことを 提案する。 たとえば、 シーズ と ニーズを っな 
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ぐ 組織は機能概俳で 設計されているべきであ る。 
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人工抽象システム 

( 思考モチ ル ) 

  

    

P. チェツクランド 

法則 
( 苗親的な内在原理 ) 

論理 

メタ理論 

  

アンケートアンケートの 論理構成 [ 不完全な再現性 ]  U 人間活動システム ]  メタ 理輪 

図 ] 思考過程における 知の区分 
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三一 ズ槻 

コンテクスト 

法則 

ァ 自然 に 内在している 廿仮的 原理 j 
r 百科の字コミⅠ神字」 

( 対 集の舞 萌 ) 

論理 メタ理論 

Ⅰ世界 俺 ・ ぬぬ ・価位・インセンティ プ ・ 
メリット憶に 手づく拘囚 ] 

  r 原理の 宇 ] モアあ 宇 ， 珪宇 J/r 祐宇 ・哲学Ⅰ 
( 行為の枝神 ) 

図 2 シーズ 側 コンテウストとニーズ 側 コンテクストの 接合とその知識 棚造 
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